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消防科学研究所の業務について 

業 務 実 績 表（平成21年度）  （単位：件） 
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（ ）内は、対象者の人数である。 

 ※１から※４の概要・内訳については表１から表４のとおり 

※研究・分析・鑑定等における測定機器を含めた主な研究装置・機器一覧は表５のとおり 

１ はじめに 

消防科学研究所では、「札幌市消防局消防科学研究所事務処理要綱」（平成11年11月8日）に基

づき、各種研究業務をはじめ、燃焼実験、成分鑑定、職員提案支援及び危険物確認試験等の業務

のほか、災害現場への緊急出動体制を確保し、迅速な分析などによる現場活動支援を実施してい

る。 

２ 研究業務 

数年に渡るテーマや年度ごとに策定したテーマについて、研究を行っている。 

３ 燃焼実験 

市民が安全・安心に暮らせるために必要な燃焼実験を実施しているほか、「札幌市火災調査規

程」（昭和43年消防長訓令1） による依頼等に基づく火災原因究明のための再現実験、或いは、

特異な燃焼現象解明のための実験を行なっている。 

４ 成分鑑定 

「札幌市火災調査規程」（昭和43年消防長訓令1） による依頼等に基づき、或いは、災害現場

や事業所等から収去した物品の化学分析を行い、火災原因や事故原因の究明などに役立てている。

５ 危険物確認試験 

「危険物の規制に関する政令」（昭和34年政令306）及び「危険物の試験及び性状に関する省令」

（平成元年自治省令１）で定められている試験方法にしたがって、物品が消防法に定められてい

る危険物の性状を有しているか否かの確認試験を行っている。 

６ 緊急出動体制 

「消防科学研究所の緊急出動体制について」（平成18年4月24日付札消教87 消防局長通知）によ

り、24時間体制での緊急車両の運用、出動時の業務内容等について整備した。また、「特殊災害救

助体制の強化に伴う剤捕集容器（キャニスター）の配置について」（平成19年3月30日付札消教956 

消防学校長通知）により、消防科学研究所に配置した自動濃縮装置付ガスクロマトグラフ質量分

析装置の剤捕集容器を研究所の他、特別高度救助隊と高度救助隊２隊の計３隊及び予防部予防課
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表５ 主な研究装置・機器一覧（平成22年3月31日現在） 

装 置 ・ 機 器 名 数量 装 置 ・ 機 器 名 数量

フーリエ変換赤外分光分析装置 1式 多点風速測定装置 1式 

質量分析装置 1式 圧力測定器 1台 

熱画像装置 1式 Ｘ線透過装置 1台 

熱分析装置 1式 熱流束計 4台 

ガスクロマトグラフ 1式 デジタルスコープ 1台 

低温実験ユニット 1式 恒温恒湿ユニット 1式 

燃焼試験装置 1式 ホルター心電計 4台 

落球式打撃感度試験装置 1式 粉塵カウンター 2台 

クリーブランド開放式自動引火点測定器 1台 温度計測器 6台 

タグ密閉式自動引火点測定器 1台 風向風速計 2台 

セタ密閉式自動引火点測定器 1台 騒音計 2台 

Ｂ型 （ブルックフィールド） 粘度計 1台 エンテック式自動濃縮装置 1式 

オシロスコープ 1台 放射線検出器 2台 

液体成分分析装置 1式 データレコーダ 1台 

蛍光Ｘ線分析装置 1式 分光蛍光光度計　　　　　　　　　　　1台 

発火点測定器 1台 識別機能付ガス検知器 　　　　　　　1台 

カールフィッシャー水分測定器 1台 

圧力容器試験装置 1式 

多点式温度測定装置 1式   
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実験２‑ dと概ね同様の結果であった。 

実験２‑ b 水による消火（図８、写真10 ‑ ⑥ 参照） 

実験２‑ cと概ね同様の結果であった。 

実験２‑ c 水による消火（図９、写真10 ‑ ⑦ 参照） 

・ 熱電対① ch（燃焼皿上）の温度は、点火から 53 秒後に 800 ℃を超え、同１分 38 秒後に

最高温度917 ℃に達した後下がっている。 

・ 点火から１分 42 秒後に、② ch（クリブ中央）の温度は 801 ℃に、同２分 06 秒後に最高

温度1,013 ℃に達した。また、③ ch（クリブ直上）の温度は、点火から１分 54秒後に 801 ℃、

同２分29秒後に最高温度904 ℃に達し、燃焼が定常状態となった。 

・ 消火水の放射開始（点火から２分 56秒後）までのクリブの重量減少量は 11.2 kg であった。 

・ 消火水の放射開始から３秒後に③ ch の温度は 578 ℃に、同１分 11 秒後に 318 ℃に下が

った。② chの温度は、同17秒後に586℃、同 29秒後に295 ℃に下がった。 

・ 消火水の放射終了後、燃焼は抑制され有炎燃焼を目視で確認することはできなかったが、

クリブ下層部の入口右側に無炎燃焼が残っており爆裂音が断続的に発生した。 

・ 消火水の放射終了から 40秒後に無炎燃焼による爆裂音の発生が終わり、同１分後に入口開

口部から白煙の流出が確認できなくなった。 

・ 消火水の放射終了から 10分後、クリブの焼失状況を観察した。 

実験２‑ d 新型消火剤（0.1 ％混合）による消火（図 10、写真 10 ‑ ⑧ 参照） 

・ 熱電対② ch（クリブ中央）の温度は、点火から１分24秒後に801 ℃に、同３分後に最高

温度976 ℃に達した。また、③ ch（クリブ直上）の温度は、点火から１分51秒後に802 ℃、

同２分38秒後に最高温度915 ℃に達し、燃焼が定常状態となった。 

・ 消火水の放射開始（点火から３分 01秒後）までのクリブの重量減少量は 10.3 kg であった。 

・ 消火水の放射開始から１秒後に、③ chの温度は 713 ℃に、同８秒後に 615 ℃に下がった。 

② chの温度は、同16秒後に 592 ℃、同 32 秒後に 298 ℃に下がった。 

・ 消火水の放射終了後、燃焼は抑制され有炎燃焼は目視で確認できなかったが、クリブ下層

部の手前右側に無炎燃焼が残っており爆裂音が断続的に発生した。 

・ 消火水の放射終了から１分 20秒後に、入口開口部から白煙の流出が確認できなくなり、同

１分35秒後に無炎燃焼による爆裂音の発生が終わった。 

・ 消火水の放射終了から 10分後、クリブの焼失状況を観察した。 

(3) 実験３ 

各実験での送水量等の測定値は表６のとおり。 

－20－ －21－



9 

天気 
気温 

℃ 

風速 

m/sec 

重 量

kg 

圧力 

MPa 

流量 

/min 

時間 

sec 

水量

 

実験３‑ a 水 晴れ 4.4 0.0‑0.5 29.8 0.076 50.0 59 49.2

実験３‑ b 消火剤0.1 ％ 晴れ 5.5 0.2‑0.6 31.7 0.075 50.1 58 48.4

実験３‑ c 水 晴れ 7.5 0.2‑0.7 29.5 0.076 49.2 58 47.6

実験３‑ d 消火剤0.1 ％ 晴れ 9.1 0.2‑0.6 30.5 0.072 49.9 58 48.2

実験３‑ a 水による消火（図 11、写真６ ・10 ‑ ⑨ 参照） 

・ 熱電対① ch（燃焼皿上）の温度は、点火から１分 02 秒後に 800 ℃を超え、同１分 10 秒

後に最高温度839 ℃に達した後下がった。 

・ 点火から１分 15 秒後に、② ch（クリブ中央）の温度は 807 ℃、③ ch（クリブ直上）の

温度は同１分 23 秒後に 816 ℃、同 1 分 30 秒後にはそれぞれ 898 ℃と 871 ℃に達し、燃焼

が定常状態となった。 

・ 消火水の放射開始（点火から２分 58秒後）までのクリブの重量減少量は 10.0 kg であった。 

・ 消火水の放射開始から11秒後に② chの温度は574 ℃に、同24秒後に293 ℃に下がった。 

⑦ ch（クリブ中央奥）の温度は、同１分 01秒後に308 ℃まで下がった。 

・ 消火水の放射終了時（点火から３分 57秒後）、燃焼状況を目視で確認することはできなか

ったが、爆裂音が継続し、燃焼が抑制されていないと判断することができた。また、開口部

上方から白煙が断続的に出ており、放射終了 53秒後（同４分50秒後）には定常的な噴出と

なった。 

・ 消火水の放射終了直後から⑦ ch の温度が上昇していることからも、消火水により燃焼が

抑制されなかったことがわかる。 

・ 消火水の放射終了から 59秒後（点火から５分 49秒後）に⑦ chの温度は601 ℃に達し、

クリブ右側下層部で有炎燃焼が再開し（写真４‑ ⑥）と、開口部から噴出する白煙の量が増

加した。 

・ 消火水の放射終了から１分 06秒後（点火から５分 56秒後）に、⑦ chの温度は800 ℃を

超え、② chと③ ch の温度も上昇を始めた。同１分47秒後（同 7分 43秒後）には③ chの

温度は601 ℃に達し、⑦ chの温度は1,000 ℃を超え、消火水により燃焼が抑制されていた

クリブ左側へ拡大する状況が目視で確認できた。 

・ 消火水の放射終了後、クリブの重量は緩やかに減少していることから、放射前と比較して

緩慢ではあるが燃焼が継続していると推定することができる。 

・ 点火から10分後に、２回目の放射を 53秒間行ったが消火には至らなかった。 

・ 実験終了後の目視による観察（写真 10 ‑ ⑨）で、クリブ右側中層部が焼失していること

が確認できた。 

実３‑ b 新型消火剤（0.1 ％混合）による消火（図12、写真７・10 ‑ ⑩  参照） 

・ 熱電対① ch（燃焼皿上）の温度は、点火から 50 秒後に 800 ℃を超え、同１分 31 秒後に

最高温度897 ℃に達した後下がった。 

表６ 実 験 ３ の 各 種 測 定 値 

 消 火 水 天  候 クリブ 消火水の放射 
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写真１ 実験ユニット外観 

単 位 ：図 1 配置図

汎用ガス除害装置における粉塵除害性能の確認実験について 

札幌市消防科学研究所 髙橋 渉   

１ はじめに 

  前年度から開発に着手した硫化水素の除害装置の汎用性を確認するために、火災現場を想定した

粉塵の除害性能を確認するための実験を行った。 

２ 実験概要 

  汎用ガス除害装置についての適用活動の可能性を見出すことを目的として、閉鎖空間に浮遊して

いる粉塵濃度について測定した。 

2.1 実験場所 

  札幌市消防学校（燃焼実験ユニット） 

2.2 実験日等 

 ・1 回目（自然換気） 

平成 21 年 11 月 18 日（水） 

天候：晴れ、気温 4.4℃、湿度 40％、風速

4.4m/s 

・２回目（除害装置作動） 

平成 21 年 11 月 20 日（金） 

天候：曇り、気温 1.3℃、湿度 56％、

風速 0.5m/s 

2.3 測定機器等 

  燃焼実験ユニット（540 ㎝×270 ㎝×

289 ㎝） 

  デ ジ タ ル 粉 塵 計 ： KANOMAX 

MODELE3411 

データロガー：THERMIC MODELE2300A 

電 動 送 風 機 ： ス イ デ ン SJF‑300‑1 

100V 425W 52 /min 

 2.4 実験方法 

  1 回目、燃焼実験ユニットの中央部で発煙筒（細谷火工株式会社製 無公害モーク白色煙）１本

を点火して、室内を締め切った状態として、粉塵濃度の時間経過に伴う変化を測定した。 

なお、測定については燃焼実験ユニット内にサンプリング用銅管（外径８㎜内径５㎜）を設定

しシリコンチューブで燃焼実験ユニット外側に導出して、デジタル粉塵計に接続し測定データを

データロガーで１秒毎に収録した。 

2 回目は、1 回目と同様に発煙筒を点火してから燃焼実験ユニットを締め切った状態とした後、

デジタル粉塵計を監視しながら燃焼実験ユニット内の粉塵濃度が一定になった段階で、汎用ガス
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除害装置を作動、以後の粉塵濃度を時間経過に伴い測定した。 

３ 測定結果 

3.1 1 回目（自然換気） 

  発煙筒は、点火してからおおよそ３分で燃

焼が終了。粉塵濃度は、約 10 分で 10,000CPM

に達し、その後 20 分まで横ばい状態。その後、

徐々に減少して２時間 20 分の時点で約

180CPM になった。 

3.2 2 回目（除害装置作動） 

  発煙筒は、点火してからおおよそ３分で燃

焼が終了。粉塵濃度は、点火後から徐々に上

昇し、約 10 分 7,700CPM で横ばい傾向となっ

たので、除害装置を作動。粉塵濃度は、作動

と同時に濃度の低下が認められ、作動後から

約 46 分で 180CPM、1 時間で 3 から 4CPM まで

減少することができた。 

  また、実験終了後に除害装置のビニロック

フィルターに白色の粉塵が吸着されているこ

とが観察できた。 

４ 考察 

  燃焼実験ユニット内に発煙筒の煙を充満さ

せて、自然換気により除々に拡散し、濃度が

薄まっていく状態と除害装置を作動させ、装

置内のフィルタに吸着させて粉塵を除去する

効果を測定したものであり、装置作動による

効果としては自然換気では 180CPM まで２時間

20 分かかるところ、除害装置を作動させた場

写真３ 除害装置の設置状況 

写真２ 実験の配置状況

除害装置作動時粉塵濃度推移

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

10000

0
0:

0
0:

0

3
1:

3
0:

0

6
2:

6
0:

0

9
3:

9
0:

0

2
5:

2
1:

0

5
0:

6
1:

0

8
1:

9
1:

0

1
3:

2
2:

0

4
4:

5
2:

0

7
5:

8
2:

0

0
1:

2
3:

0

3
2:

5
3:

0

6
3:

8
3:

0

9
4:

1
4:

0

2
0:

5
4:

0

5
1:

8
4:

0

8
2:

1
5:

0

1
4:

4
5:

0

4
5:

7
5:

0

7
0:

1
0:

1

0
2:

4
0:

1

3
3:

7
0:

1

時間

CPM

粉塵濃度

図３ ２回目粉塵濃度測定結果
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図２ 1 回目粉塵濃度測定結果
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い。

・ガソリンを保管するときは、必要最低限の量をガソリン専用容器に入れて保管する。

・ガソリンは常温では常に可燃性蒸気を発生させているため、ガソリンが入った容器を開ける際

には周囲の状況をよく確認する。

写真４ 灯油とガソリンの引火点の違い 

３－４ スプレー缶によるごみ収集車の火災（写真５） 

 (1) 概要

平成 21 年の当市内の火災総件数は 691 件、ごみ収集車の火災はそのうち 141 件（20.4％）で

ある。ゴミ回収されたスプレー缶等が、ごみ収集車の荷箱内で圧縮され、このとき缶内に残っ

ていた可燃性ガスが噴出して荷箱内に充満します。この可燃性ガスに、ごみ同士の摩擦などに

よって発生した火花が引火しておこる火災である。

実験では、ごみ収集車を模した試験器内でスプレー缶のガスを爆発させ、普段何気なく使用

しているスプレー缶などが原因でおこる火災や危険性について知ってもらう。

 (2) 予防啓発のポイント 

  ・スプレー缶は最後まで使い切る。 

  ・風通しの良い、火の気の無いところで穴を開けてから捨てる。 

・スプレー缶やカセットガスボンベをストーブの近くなどの高温になる場所に放置しない。
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(2) 被吸着剤の動粘度と密度 

被吸着剤の動粘度と密度を表２に示した。なお、自動車用冷却液は、エチレングリコール 90 ～ 

95 wt％のものを、凍結温度‑36 ℃に対応する濃度 50 vol％に希釈し被吸着剤として使用した。 

動粘度が最も高いものは潤滑油（10Ｗ‑30）であったが、粘性が高くＢ型回転粘度計の測定上限

値（100.0 cSt）を超えていたため測定できなかった。動粘度が最も低いものは灯油で 1.4 cSt

であった。 

密度が最も高いものは、自動車用冷却液（50 vol％水溶液）で 1.06 g/cm3、最も低いものは灯

油で0.76 g/cm3であった。 

 

表２ 被 吸 着 剤 の 動 粘 度 等 

試料 
記号 

品  名 
動粘度
（cSt）

500ccの 
重量（g）

密度 
g/cm3 

備    考 

① Ａ重油 3.76 409 0.82 

JIS K 2205 
摂氏 15 ℃の状態で比重 0.86 ～
0.88 、動粘度 2.5 ～5.0 cSt（摂
氏50度）が標準 

② 灯油 1.4 380 0.76 
JIS K 2203 
引火点40 ℃以上、法定比重0.80

③ 大豆白絞油 24.9 450 0.90  

④ 潤滑油10Ｗ‑30 
測定 
不可 

420 0.84 

動粘度はＢ型回転粘度計の測定上
限値（100.0 cSt）を超えていたた
め測定不能であった 

 
自動車用冷却液 
（エチレングリコール

90 ～ 95 wt％） 

17.3 556 1.11 
エチレングリコール 
引火点 111 ℃(closed cup)、発火
点 398 ℃で、消防法上の第４類危
険物（第３石油類） 
水への溶解度は混和性 

　 50 vol％ 3.7 528 1.06 

※ 動粘度は、温度24 ℃、湿度43 ％の環境でＢ型回転粘度計により測定した。 

※ 重量については、温度22 ℃、湿度60 ％の環境で電子天秤（AND GX‑8000）を使い測定した。 

 

(3) 吸水性と脱水性 

型式承認の試験における「吸水量の試験」では、試験片を摂氏 20 ℃の清水面に浮かべ５分間

静置した後、これを金網の上に５分間放置した時、試料１g につき 1.5 g 以下であり、かつ、１

cm3につき0.1 g以下とされており、認定を取得している吸着マットは吸水性が低いことが分かる。 

しかし、吸着材の試験片を水中に完全に浸漬（写真２）し１時間静置すると、すべての吸着材

で吸水が確認されたことから、吸水前と５分間の脱水後の重量を測定した。また、クラスＡ消火

剤0.3 ％水溶液についても同様の実験を行った。 

表３、４は、水とクラスＡ消火剤0.3 ％水溶液の吸水前と脱水後の吸着材の重量を比較したも

のである。別添１は、水とクラスＡ消火剤0.3 ％水溶液に１時間浸漬後に引き揚げた吸着材の状

⑤
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(4) 吸い上げ性 

吸着材が10分間に吸い上げた被吸着剤の高さを図２に示した。写真２は、それぞれの被吸着剤

の吸い上げ状況である。 

Ａ重油を最も吸い上げたのは吸着材Ｆ、２番目がＥ、次いでＤであった。灯油を最も吸い上げ

たのは吸着材Ｆ、２番目がＥ、Ｄで、次いでＣであった。吸着材ＢはＡ重油と灯油の吸い上げ高

さが同じであった。大豆白絞油と潤滑油では、各吸着材で顕著な違いは見られなかった。 

自動車用冷却液は、吸着材Ａ、Ｅ、Ｆで吸い上げを確認でき、吸着材Ｆが最も吸い上げ高さが

高かった。なお、吸着材Ｅ、Ｆは、舶査第52号の型式承認を取得しておらず、吸着材Ｅは冷却水

と水を、吸着材Ｆは酸とアルカリを吸着できることを製品の仕様として明示している。 

 

 

図２ 吸い上げ高さ（10分間）の比較 

 

 

Ａ重油
 

 

灯 油
 

4.0 

6.0 

4.0 

5.0 

3.5 

8.0 8.0 

4.5 

5.5 

0.0 

9.0 

12.0 

5.0 4.5 

0.0 

11.0 

15.0 

5.0 5.0 

0.0 

12.0 

15.0 

5.5 

4.0 
5.5 

12.5 

15.5 

5.5 

5.0 

8.0 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

Ａ重油 灯油 大豆白絞 潤滑油 自動車冷却液

）
m
c

（
さ

高
げ

上
い

吸

吸着材Ａ

吸着材Ｂ

吸着材Ｃ

吸着材Ｄ

吸着材Ｅ

吸着材Ｆ

－50－ －51－



－52－ －53－



－52－ －53－



－54－ －55－



表５ 吸着量の比較（単位重量当り） 

吸着材 

被 吸 着 剤 

Ａ重油 灯 油 
大 豆 

白絞油 
潤滑油 

自動車用 

冷 却 液 

Ａ 0.44  0.46 0.41 0.40 0.07  

Ｂ 1.00  1.00 1.00 1.00 － 

Ｃ 0.58  0.57 0.46 0.45 － 

Ｄ 0.45  0.50 0.33 0.37 － 

Ｅ 0.44  0.51 0.37 0.34 0.39  

Ｆ 0.39  0.46 0.38 0.31 1.00  

※ 最も吸着量の多い吸着剤を１とした。 

表６ 吸着量の比較（単位容積当り） 

吸着材 

被 吸 着 剤 

Ａ重油 灯 油 
大 豆 

白絞油 
潤滑油 

自動車用 

冷 却 液 

Ａ 0.82  0.76 0.83 0.90 0.06  

Ｂ 0.87  0.79 1.00 0.98 － 

Ｃ 0.81  0.73 0.73 0.72 － 

Ｄ 1.00  1.00 0.92 1.00 － 

Ｅ 1.00  0.97 0.98 0.97 0.43  

Ｆ 0.87  0.89 0.99 0.79 1.00  

※ 最も吸着量の多い吸着剤を１とした。 

(6) 吸着速度 

吸着速度は、吸着材の試験片をステンレス製深型バット内の被吸着剤上に静置してから、試験

片の表面全てに被吸着剤が吸着されるまでの時間を計測した。その結果を、表７に示した。 

Ａ重油と灯油では、すべての吸着材が被吸着剤上に静置した直後、表面全てに被吸着剤が吸着

された。 

大豆白絞油では、吸着材Ａが最も早く静置直後に表面全てに吸着され、最も時間を要したもの

は吸着材Ｂで47秒を要した。 

潤滑油では、吸着材Ａが最も早く 12秒、最も時間を要したものは吸着材Ｄで 80秒であった。 

自動車用冷却液（濃度50％）を吸着した吸着材は、Ｅ、Ｆであったが、吸着材Ｆで124秒を要

し、吸着材Ｅは表面の滲み始めを確認できるまでに５分を要した。 

表７ 油吸着材の吸着速度

被吸着剤 
吸 着 材 の 吸 着 速 度 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

Ａ重油
被吸着剤上に静置した直後、表面全てに被吸着剤が吸着された。 

灯 油
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大豆白絞油 

静置直後、
表面全て
に吸着さ
れた。 

47秒 12秒 26秒 20秒 11秒 

潤滑油（10W‑30） 12秒 56秒 30秒 80秒 30秒 28秒 

自動車用冷却液 

濃度50％ 

被吸着剤
に接した
表面に付
着する程
度 

吸着せず 吸着せず 吸着せず 

５分経過
後、表面に
滲みを確
認し観察
を終了し
た。 

124秒 

 

(7) 吸水後の油吸着性 

水を張ったステンレス製深型バットに試験片を１時間浸漬して水を含ませた後、Ａ重油 30 m

の油層がある水面上に浮かべて５分間経過後の状態が写真３である。 

吸着材Ａ、Ｂは、水面上に浮かべてから５分後には、Ａ重油をほぼ吸着し、水面上の油膜がわ

ずかに目視できる程度だった。吸着材Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆは、水面上に浮かべて５分を経過しても、

水面上に油膜が明瞭に目視できた。これは、吸着材Ａ、Ｂの試験片１枚の容積が、それぞれ40 cm3、

45 cm3であるのに対し、吸着材Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆの容積がいずれも 30 cm3と小さく、試験片１枚当

りの吸着量が少ないことが原因となっている。吸着できずに水面上の残った油層が最も多かった

のは吸着材Ｆで、試験片の中央部にはＡ重油を吸着していない地色の部分が認められるとともに、

吸着されずに分離した油層を試験片上に目視で確認することができた。 

写真４は、吸着材ＡとＤの試験片を、５分間の油吸着後に針金製フックにつるした状態である。

吸着材Ａはつるした直後から滴下による油分の脱着が始まり、５分後には上半部分の油分が脱着

している。吸着材Ｂは、Ａと同様の傾向を示した。 

吸着材Ｄは、滴下による油分の脱着がわずかに見られたが、油分を保持し地色が現れることは

なかった。吸着材Ｃ、Ｅ、Ｆは、Ｄと同様の傾向を示した。 

吸着材Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆは、脱水性の実験で脱水後も水分の保持量が多く、吸い上げ性の実験に

おいては吸い上げ高さが高かった吸着材であることから、吸着剤を構成するポリプロピレン繊維

の密度に関連することが示唆される。 

 

 

写真３ 吸水後に油を吸着させた状況 
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吸着剤Ａ          吸着剤Ｄ 

写真４ 自然滴下による脱着の状況 

 

(8) 溶剤に対する耐性 

各吸着材を溶剤に浸漬し目視により観察した結果を表８にまとめた。 

実験環境は、温度20 ～ 22 ℃の室内で行った。 

写真５は溶剤投入前の吸着材の状況、写真６は溶剤に浸漬して 24時間後と48時間後の状況で

ある。写真７は、48時間後に溶剤の中から取り出し、ステンレス製バット上に並べた状況である。 

写真８は、溶剤に浸漬していない吸着材と、溶剤に浸漬した後 72時間乾燥させた吸着材を比較

したものである。 

アセトンに浸漬した状況では、顕著な変化を目視で確認できなかった。72時間の乾燥後、吸着

材Ｂに表面の硬化が、吸着材Ｅに収縮が認められた。 

トルエンに浸漬した状況では、吸着材Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆが膨潤し、吸着材Ｃは半透明化して

いる状況が確認できた。72時間の乾燥後、吸着材Ａ、Ｂに表面の硬化が、吸着材Ｄ、Ｆの表面に

皺が、吸着材Ａ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆには収縮が認められた。 

 

表８ 油吸着材の溶剤に対する耐性 

被吸

着剤 
経過時間 

吸   着   材 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

ン
ト
セ
ア

 

24時間 顕著な変化なし

48時間 顕著な変化なし

72時間乾燥後 
顕 著 な

変化なし
表面硬化

顕 著 な

変化なし

顕 著 な

変化なし
収縮あり

顕 著 な

変化なし

ン
エ
ル
ト

 

24時間 顕 著 な

変化なし
膨  潤

膨  潤 

半透明化
膨  潤 膨  潤 膨  潤

48時間 

72時間乾燥後 
表面硬化 

収縮あり
表面硬化 収縮あり

表面に皺 

収縮あり
収縮あり 表面に皺
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写真８ 溶剤に浸す前（上段）と乾燥後（中、下段）の比較 

（各段、左から吸着材Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ） 

 

(9) 難燃性 

吸着材をアルコールランプ上に接炎する高さでつるし、熔融、着火、発煙の状況を観察した。

その結果を表９にまとめた。また、着火の状況を写真９に、時間経過の状況を別添３に示した。

なお、アルコールランプ上の温度は、吸着材下端から 10 cm上で 180 ℃、15 cm 上で 130 ℃であ

った。 

いずれの吸着材も接炎により熔融した。熔融した高さが最も高かったのは吸着材Ａで 19 cm、

最も低かったのは吸着材Ｄで 11 cmであった。 

熔融による滴下に着火した吸着材は、Ａ、Ｅ、Ｆであった。吸着材Ａは、滴下に着火した後、

有炎燃焼を継続した。吸着材Ｅ、Ｆは熔融による滴下に着火はしたが、燃焼は継続しなかった。 

吸着材Ａが高さ19 cm まで燃え進んだのは、熔融による滴下に着火したことが影響したと考え

られる。 

 

表９ 油吸着材の難燃性 

被吸着剤 
吸 着 材 

吸着材Ａ 吸着材Ｂ 吸着材Ｃ 吸着材Ｄ 吸着材Ｅ 吸着材Ｆ

熔 融 の 高 さ 

経 過 時 間 

19 cm 

50秒後

13 cm  

70秒後

14 cm  

60秒後

11 cm  

70秒後

13 cm  

70秒後

12 cm  

70秒後 

着  火 

熔融によ
る滴下に
着火し有
炎燃焼を
継続した。 

無 し 無 し 無 し 

熔融による滴下に着火
はしたが、燃焼は継続
しなかった。 

発  煙 
若干の黒
煙を伴う

視認不可 視認不可 視認不可 視認不可 視認不可
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- 3 -
図１ 皮膚表面温度と熱傷の関係 2）

    色：ベージュ 

    主な補強部位：掌部の各指先から掌下部 

   (イ)ケブラーニット 100％にアルミフィルム蒸着加工生地 

    補強部位：甲側の最内層に縫付け挿入 

３ 熱傷について 

  熱傷と熱との関係を評価するため、人間の皮膚が熱傷となる指標として文献調査を行ったとこ

ろ資料には、温度と時間の関係や熱流束（単位時間あたりに流入する熱量）によるものなどがあ

る。 

（1） 温度による熱傷の数量的資料 

  ア 温度と時間による熱傷の発生 

一般的な温度と時間経過による熱傷の発生について言及している。 

表１ 温度と経過時間による熱傷発生１）

温度 経過時間 

44℃程度の低温 6～7 時間 

60℃ 約 10 秒 

70℃以上 １秒 

※ 乳幼児の場合、皮膚が薄いので時間はさらに短縮される。 

イ 熱傷の数値解析 2）

    Henriques の皮膚火傷の理論で、皮膚がある温度にある時間曝されると熱傷にいたる。 

    実験による損傷関数Ωといい 

    Ω＞0.53 でⅠ度熱傷  Ω＞１でⅡ度熱傷 となるもので、その関係は表皮底部の温度を

Ｔｔとすると 

    Ω＝3.1×1098∫0
ｔｅｘｐ（‑75000/（Ｔｔ＋273））ｄｔ の積分方程式で表される。 

皮膚表面の温度を一定としたと

き熱傷に至るまでの時間は 

     44℃で 12000 秒 

     46℃で 2800 秒 

    50℃で 165 秒 

    となる。 
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一酸化炭素（ＣＯ）について 

札幌市消防科学研究所  菅原 法之   

 平成 21 年６月、山口県の温泉ホテルにおいて宿泊客が体調不良となり、この現場に救助のために出

動した消防職員８名を含めて、合計 22 名が病院に搬送され、このうち１名が死亡する災害が発生した。

この災害は、風呂を沸かすためのボイラーが不完全燃焼を起こし、一酸化炭素（以下「ＣＯ」とい

う。）が発生して、ＣＯ濃度が建物３階部分で 5,000ppm 超検出されている。 

過去、本市においても、平成 15 年 11 月に中央区の飲食店でＣＯ中毒により 13 名が病院に搬送され

た事例があり、また、道内でも、平成 18 年 12 月にＴ市で灯油用ファンヒーターの不完全燃焼で７名

死亡、さらに、平成 19 年１月にＫ市で地下埋設ガス配管亀裂により３名死亡という事例があった。 

１ ＣＯとは 

  ＣＯは、常温・常圧で無色・無臭・可燃性の気体（燃焼範囲 12.5～74.0％）であり、毒性が強く

（血液中のヘモグロビンと結合し、酸素運搬を阻害する。）、空気中にも約 0.1ppm 含まれており、交

通量の多い幹線道路では 10ppm を超えることもある。 

炭素を含む可燃物（木材、紙類、ポリエチレン類、ガソリン、灯油及び重油等）が燃焼すると二

酸化炭素が発生するが、この場合、酸素が不十分であれば、不完全燃焼を起こし（空気中の酸素濃

度が 18.5％以下になると急激に不完全燃焼となる。）ＣＯが発生する。なお、灯油等の危険物第４

類の引火性液体が不完全燃焼を起こした排気中には約５％（50,000ppm）のＣＯが含まれている。 

このため、労働安全衛生法では、ＣＯの事務室内濃度は50ppm以下とするように定められている。 

なお、従前、札幌市内の都市ガスには石炭系ガスが使用されていたため、ＣＯが含まれていたが、

現在では天然ガスが主体(札幌地区は平成 17 年にすべて転換完了)のガスとなっているので、ＣＯ

は含まれていない。 

表１のように、１時間の暴露では、300ppm で頭痛等の症状が現れはじめ、700ppm 以上では顕著

な症状、1,500ppm で生命に危険が及ぶとされている。 

頭痛、吐き気、めまいのような症状を少しでも感じたら危険信号であり、ただちに窓を開け、換

気し、室外に避難することが必要である。頭痛、吐き気などは徐々に進行し、軽いうちは自分でも

気がつかないが、自覚症状が現れたころには、意識不明になる寸前の状態であることが多く、災害

現場での活動に夢中になり、気がつくのが遅れると、致命傷になりかねない。 

室内の空気の汚れ（ＣＯ濃度上昇など）は、室内の人には慣れてしまい気づきにくいため、ほん

の少しでも変だと感じたら、或いは、外部の人が室内の異様な臭いを感じたら、即、屋外に避難し、

開口部を開けて換気しなければならない。 

ＣＯ中毒を防ぐためには外気を取り入れて換気することが簡便で適切な方法である。 

２ 症状 
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３，０００ 30 分間 死 

５，０００ 数分間 死 

３ まとめ 

  ＣＯ事故においては、救出や救護に当たった者が暴露によるＣＯの二次災害により、多数の傷病

者が発生するおそれがある。そのため、活動の初期の段階での通報者や関係者からの情報収集が重

要となる。 

  また、最初は救急隊単隊のみでの出動となる場合が考えられるが、この場合、ＣＯ事故等が疑わ

れた時点で、消防部隊の増強を要請するとともに、他の居住者の状況を確認する必要がある。 

 【参考文献】 

・ 消防科学研究所報（1995 №2 木炭の燃焼に伴う一酸化炭素の発生について 

・ ＦＳＬ情報（2001．9 №14 火災時に発生する一酸化炭素とシアン化水素） 

・ 小池和弥著：知らぬと危ないガスの話、裳華房、1990 

・ 燃焼排ガスによる室内空気の汚染について（第 1 報～第 3 報）東京消防庁消防科学研究所報第 15・

16・17 号 

表１ ＣＯ濃度と暴露時間による症状 

ＣＯ濃度（ppm） 暴露時間 症       状 

３００ １時間 頭重、頭痛 

５００ １時間 めまい、顔面紅潮、チアノーゼ、耳鳴り、不安感 

７００ １時間 頭痛著明、興奮、手足のしびれ感 

１，０００ １時間 

２時間 

３時間

呼吸促進、脈拍数増大、動悸、嘔吐、悪心 

激しい頭痛、手足麻痺、歩行不能、感覚障害 

痙攣、虚脱、昏睡、チェーンストークス呼吸 

１，５００ １時間 危険 

２，０００ 30 分間 危険 
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表５ 炭酸ナトリウムとチオ硫酸ナトリウムの併用

結果、炭酸ナトリウムで反応液をアルカリ性にしてチオ硫酸ナトリウムを添加することで二

酸化硫黄を発生させることなく塩素ガスの発生を停止することができることを確認した。 

オ 水酸化ナトリウム 

三角フラスコで反応液を水で 10 倍に希釈した後に水酸化ナトリウムを添加して、三角フラス

コ内に滞留した塩素ガス濃度を時間経過に伴い北川式ガス検知管を使って測定する。 

実験結果から、水酸化 ナトリウムを添加して塩素ガスの発生を停止できたが、停止に 15

分の時間を要した。 

また、実験後の溶液にチオ硫酸ナトリウム５g を添加して、二酸化硫黄の発生の有無を北川

式ガス検知管で確認したが二酸化硫黄の発生は認められなかった。 

表６ 水酸化ナトリウム添加後時間経過による濃度測定

実験手順 塩素ガス等濃度 液体 pH 

反応液を 10 倍に希釈 塩素ガス 10ppm 以上 1～2 程度 

炭酸ナトリウム 10g 添加 塩素ガス 10ppm 以上 

9 程度 

 なお、pH 試験紙は液体を滴

下後に漂白され発色が分り難

い。 

チオ硫酸ﾅﾄﾘｳﾑ 

5g 添加 

塩素ガス０ppm 

二酸化硫黄 0ppm 
10 程度 

時間経過 塩素ｶﾞｽ濃度 水酸化ﾅﾄﾘｳﾑ添加 溶液 pH 

０分    ― ― 1～2 

０分 ８ppm 以上 20％水溶液 50ml 10 

３分 7.5ppm ― ― 

６分 2ppm ― ― 

10 分 0.5ppm ― ― 

15 分 0ppm ― ― 

写真７ 反応液にﾁｵ硫酸ﾅﾄﾘｳﾑ添加状況 写真８ 反応液の pH の変化 
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ワインセラーからのアンモニアガス漏れについて 

札幌市消防科学研究所 菅原 法之   

【概 要】 

平成２１年８月１２日（水）、西区内の飲食店に設置されているワインセラー※1の冷却ユニットの配

管から冷媒用アンモニアが漏洩する異臭騒ぎがあった。 

事故の起きた製品は熱吸収方式といわれる冷却

ユニットで、冷媒にアンモニア水溶液と水素を封入

し、アンモニアが気化するときに、周囲の熱を奪う

気化熱を利用して冷やす仕組みであり、通常の冷蔵

庫で使用されているコンプレッサーなどが必要な

い構造で、動作中の振動や機械音がないため、ワイ

ンセラーのほかホテル用の小型冷蔵庫としての製

品（以下、「ワインセラー等」という。）も出回ってお

り、類似事故に対する参考として文献等により調査

した内容を情報提供する。 

１ アンモニアガス漏れ事故 

 消防庁危険物保安室が発表している「都市ガス・液化石油ガス及び毒劇物等による事故に関す

る統計表」によると、全国において５年間で７７件のアンモニア漏洩事故があり、このうちワイ

ンセラー等に起因するものが２０件（２６％）で、4分の 1を占めている。 

表１ 各年のアンモニアガス漏洩件数 

年 ｱﾝﾓﾆｱｶﾞｽ漏れ（件） うちﾜｲﾝｾﾗｰ等（件） 死傷者（ﾜｲﾝｾﾗｰ等内数）（人）

平成 16 年 １２ ０ ０（０） 

平成 17 年 １４ ７ １（１） 

平成 18 年 １０ １ １（０） 

平成 19 年 ２０ ４ ８（０） 

平成 20 年 ２１ ８ ７（５） 

 ワインセラー等は、利用・設置状況から飲食店、自宅ダイニング、ホテル客室など閉鎖的な居

室で利用されていることが多く、漏れたアンモニアガスを吸い込んで中毒症状による死傷者も発

生している。 

 ワインセラー等の冷却原理は、アンモニア水溶液を加熱し気化させ、水分とアンモニアに分離し、

さらにアンモニアを冷却して液化させ、この液化したアンモニアを庫内のエバポレータといわれる

部分で噴出し気化させることで、気化熱を奪い、庫内を冷却する。気化したアンモニアを、さらに

水分と反応させ高濃度のアンモニア水溶液となり元に戻る。その際、気化効率と水分の分離効率を

写真１ ワインセラー正面側面の状況 
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高めるためにエバポレータ部分で水素ガスと混合させているものである。 

  このような冷却ユニットの構造において、ワインセラー等の外周部が壁面などに近接して放熱の

ためのスペースが不十分であったり、温度設定の誤りなどによって、経年劣化とともに冷却ユニッ

トに過剰な応力がかかり、腐食が進行することで配管のひび割れやピンホールが発生して、封入し

ているアンモニアが漏洩する事例が報告されている。また、製品によっては封入されている水素ガ

スが噴出して出火する事例※2も報告されている。 

２ アンモニアの性状・危険性 

 アンモニア (ammonia) は分子式がＮＨ３で表される無機化合物。常温常圧では無色の気体で、

特有の強い刺激臭を持つ、引火・爆発性を有するガスである。 

水に良く溶けるため、水溶液（アンモニア水）として使用されることも多い。 

(1) 物理的危険性 

この気体は空気より軽い。  

(2) 化学的危険性 

水銀、銀、金酸化物により、衝撃に敏感な化合物を生じる。強塩基であり、酸と激しく反応し、

腐食性を示す。強力な酸化剤、ハロゲンと激しく反応する。熱を放出しながら水に溶ける。  

(3) 許容濃度 

TLV（暴露限界）：25 ppm(TWA：時間荷重平均限界) 

写真２ ワインセラー背面冷却ユニットの構造 

ボイラ 

（アンモニア水溶

液を気化させる） 

受液槽 

吸収器 

フィン 

（アンモニア蒸気が冷却さ

れ液体アンモニアとなる） 

エバポレータ 

（アンモニアを気化し

庫内を冷却する） 
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35 ppm(STEL：短時間暴露限界) (ACGIH 2004 による)。 

症状：53ppm 臭気を感じる。 

   300～500ppm 短時間耐えられる。 

 2,500ppm 短時間で生命危険。 

   5,000ppm 短時間で死亡。 

(4) 短期暴露の影響 

眼、皮膚、気道に対して腐食性を示す。高濃度を吸入すると、肺水腫を引き起こすことがある。

この液体が急速に気化すると、凍傷を引き起こすことがある。 

(5) 性状等 

・ 沸点：－33℃ 

・ 融点：－78℃ 

・ 比重(水=１)：0.7(－33℃) 

・ 水への溶解度：54 g/100 ml(20℃) 

・ 蒸気圧：1013 kPa(26℃) 

・ 相対蒸気密度(空気＝１)：0.59 

・ 発火温度：651℃ 

・ 爆発限界：15～28 vol％(空気中) 

 (6) 現場活動 

この種の消防活動には空気呼吸器を着用する。また、水に良く溶けることから、噴霧注水によ

り容易に回収できる。（水は常温で、アンモニア蒸気の約 500 倍を溶解する性質がある。） 

また、水濡れによる被害を考慮する必要のある箇所では、消防科学研究所報 2008 No.15（平

成 21 年 12 月発行）で紹介した硫化水素除害装置の試作機において、水によるガス洗浄で回収可

能である。 

※１ 

用語：ワインセラーとは、広い意味でワインを保存するための貯蔵専用庫のことで、フランス

語でカーヴ（Cave）、ドイツ語でケラー（Keller）と呼ばれます。ワインクーラーなども含め

てワインセラーと呼ばれることが多く、温度だけでなく湿度も管理できるものをワインセラー

と呼ばれている。 

※２ 

   ドメティック株式会社 2008 年 4 月 7 日付「吸収式ワインクーラー及び冷蔵庫の回収につい

てのお知らせ」により買い取り回収の社告が出されている製品（ワインクーラー型式ＲＤ2000、

冷蔵庫型式ＥＡ0601 及びＲＡ212）（対象台数 1783 台） 

【参考文献】 

１） 消防庁危険物保安室：「都市ガス・液化石油ガス及び毒劇物等による事故に関する統計表」 

２） 東京消防協会：東京消防 平成 20 年 3 月号 
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３ 進入管理マニュアル（秀賞） 

特殊災害（ＮＢＣ）救助事案において、ウォームゾーン内で要救助者等の除染活動を行う除染活

動隊の進入管理について、これまでの課題や訓練での失敗を補完した効果的な進入管理マニュアル

を作成し運用することを提案した。 

現在の限られた指揮隊の人員で効率的にウォームゾーン内の管

理および進入管理を行うため、少ない人員を有効活用した進入管理

が必須の課題であった。また、進入管理の任務は、各任務の活動隊

が途切れないよう各隊の進入を調整(各任務による空気消費量の違

い、天候による空気消費量の増減のため活動時間を把握するのが困

難)し、隊員の脱出時は必ず除染を行うため、複数隊が重複しない

よう調整しなければならない。 

進入管理マニュアル

進入管理シート記載 活動時間を算出 専用タイマーセット 進入指示 活 動

退出指示隊員除染退出完了再進入準備進入準備

今まで これから 

① 現場ですぐに活用できるものを作成することにより、少ない人員で効果的に管理できるよ

うになった。（訓練で検証） 

② 隊員の異動や兼務隊員等が突発的に進入管理を行うことにも対応可能となった。 

③ マグネットを使用することで、指揮台を有効活用でき、強風時等屋外での使用にも効果が

得られる。 

④ 各隊の活動時間をタイマー管理することで、各隊の交代時期を把握しやすくなった。 
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４ 携帯無線機携行ベスト（秀賞）

 現場活動時において、携帯無線機を迅速かつコンパクトに携行でき、活動障害にならない様な位

置を考慮しデモ品を作成、各種防護服等において検証した結果を提案した。 

現在、携帯無線機は消防系、署活系の２系統が配置されており、さらに、特別高度救助隊及び

高度救助隊には「エアー伝導式イヤホンマイク搭載トランシーバー」も配置されている。特に陽

圧式化学防護服着装での活動時や機関員が防護衣（タイベック）を着装した際、各無線機の携行

位置等に苦慮しており、デモ品を作成し検証を実施した。

携行ベスト概要 

アンテナ 

収納 
小物入れ

反射テープ 

反射テープ 

陽圧式化学防護服着装時 防護衣（タイベック）着装時 耐熱服着装時 

陽圧式化学防護服着装時においては、コンパクトに装着することができ、更には迅速に装着

することができた。 

 また、救助出動対応時に感染防止衣を着装した時や、ガス漏れ対応時に耐熱服を着装する際

にも有効に活用する事ができ、背面に反射テープを付けることにより安全性も向上し、有効に

活用できることが実証できた。 

－114－ －115－



５ シャシウォッシャーパイプの製作と設置（秀賞）

車両の入庫時に車庫内のグレーチング内に設置したシャシウォッシャーパイプから水を上方に噴

射させ、洗い難い車両下部に付着した融雪剤と泥などの洗浄を容易に行い、車両下回りの錆による

損耗被害を軽減させることを提案した。 

近年、冬期間における道路状況を見ると、凍結路面あるいは降雪時における「融雪剤」散布が

頻繁し、このため消防車両に融雪剤散布による影響が多少とも見受けられているところである。 

また、冬季間は歳末消防特別警戒に伴う警戒パトロールや消火栓除雪など、特に出車に伴う洗

車回数も多くなりますが、車両の下回り部にあっては容易に水洗いができない状況です。 

さらに、入庫した後、時間が経つと洗浄が行き届かなかった部分の雪泥が車庫内に落ち、車庫

洗浄も頻繁化しているところである。 

シャシウォッシャーパイプの概要 

ホース取付金具 穴：2mm 

2000mm 塩化ビニルパイプ 20mmφ 

蓋 

噴射高は概ね

190cm 以上 

噴射角度は概ねシャッター

側に 85～90°に設定

車両前側下部洗浄 車両後側下部洗浄 フェンダー部洗浄

① 車両の洗車で下回り底部となると難しく洗浄死角もあり、洗車担当者にホース等の誘導作業員も

必要となる。 

② 特に冬季間は車庫シャッター開放時で車両が入庫直前から洗浄し、避難場所でもある庁舎車庫の

環境整備と水使用の軽減となる。 

③ 水道蛇口操作ひとつで洗浄開始終了が可能でメンテナンスが容易である。 

蛇口 
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年 

度 

所報 

Ｎｏ 
分 野 研 究   テ   ー   マ 担当者 件数

平 

成 

18 

年 

度 

No.13 

燃 焼 

携帯用カセットガスボンベの破裂実験 中住  斉

９ 

予防実務研修会における住宅用スプリンクラー設備の実火災実

験 

中住  斉

大友 達哉

鑑 定 
防塵・防毒マスクの一酸化炭素除去性能の確認実験（中間報

告） 
伊藤  武

情 報 

放射性物質ラジウム２２６について  橋上  勉

六価クロムの危険性  伊藤  武

アセチレンガスの性質及び災害対策等について 五十嵐征爾

ガス漏れ警戒現場における研究所の活動事例 伊藤  武

質量分析装置（自動濃縮装置付ガスクロマトグラフ質量分析装

置）の概要 
伊藤  武

平成18年度職員提案制度における秀賞受賞作品について 五十嵐征爾

平 

成 

19 

年 

度 

No.14 

燃 焼 クラスＡ泡消火薬剤の消火効果の確認実験について 高橋  渉

８ 

安 全 
有酸素運動・無酸素運動に関する実験 中住  斉

筋活動に関する実験 中住  斉

鑑 定 
防塵・防毒マスクの一酸化炭素除去性能の確認実験（最終報

告） 
菅原 法之

情 報 

炎天下における駐車車両の温度測定について 高橋  渉

硫化水素の発生除害について 高橋  渉

高層建築物の排水溝等から硫化水素発生について 菅原 法之

平成19年度職員提案制度における優秀及び秀賞受賞作品につい

て
吉永 直樹

平 

成 

20 

年 

度 

No.15 

燃 焼 小規模区画内における木材クリブの燃焼実験について 中住  斉

９ 

安 全 
消防活動における無酸素能力について 中住  斉

消防活動時の送風による冷却効果について 中住  斉

開 発 硫化水素除害装置の開発について 高橋  渉

情 報 

硫化水素の発生除害について（その２） 高橋  渉

水酸化ナトリウム（苛性ソーダ）による水素発生について 高橋  渉

火災による天井裏設置の灯油用配管からの灯油漏えいについて 菅原 法之

粉じん爆発について 菅原 法之

平成20年度職員提案制度における秀賞受賞作品について 吉永 直樹
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